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第１章 事業の概要 

１−１ 事業の⽬的 

 

事業の背景と⽬的 

 令和元年度より実施された離島テレワーク⼈材育成補助事業（以下「本事業」という。）は

沖縄県の離島地域にある遠隔性、散在性、狭⼩性といった条件不利性を慢性的に抱えており、

多くの離島では、⽣活及び産業活動⾯での条件が厳しく、市町村の財政基盤も脆弱であるな

ど、本島地域との格差が依然として存在する。 

本年度事業では、新型コロナウィルス拡⼤防⽌により国から求められている⾏動変容により、

新たなビジネスモデル創出を早期に実現すること最優先とし、前年度実施した⽯垣島、久⽶

島、渡嘉敷島に加え、沖縄県内すべての有⼈離島を対象地域とした。 

より広域的なテレワーカー育成体制を構築し、業務斡旋量の増加、それに伴う案件の多様化を

⽬指した。 

 

事業⾻⼦ 

以下の業務を実施する。 

① 育成・OJT・作業仮想プラットフォームの構築運⽤ 

② テレワーカーの募集と確保 

③ テレワーカーの育成 

④ 新規取引先クライアントの開拓 

⑤ テレワーク業務斡旋 

⑥ テレワーカーへのキャリアカウンセリング 

⑦ テレワーカーへのアンケート調査/分析検証委員会・事業継続委員会対応 

⑧ 事業実施報告書の作成 
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１−２ 事業実施地域 

 

令和 2年度は沖縄県内の全有⼈離島を事業実施対象地域とした。（○囲みは今年度新規対象地） 

 

各離島のテレワーカー登録者内訳は以下のとおり。 
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想定値は全国の在宅就労者の割合である 0.36%を各島の⼈⼝に換算したものである。 

想定値より⾼い地域は在宅就労のニーズが⾼い地域と判断できる。 

 

想定値に対する各島の登録者⼀覧 

ニーズの⾼かった離島（想定値と同等または想定値を上回った離島） 

 島名 想定値（名） 結果値（名） 

1 伊平屋島 4 10 

2 伊是名島 5 13 

3 伊江島 16 21 

4 津堅島 1 1 

5 久⾼島 0 1 

6 粟国島 2 2 

7 渡嘉敷島 2 21 

8 久⽶島 29 80 

9 南⼤東島 4 4 

10 来間島 0 1 

11 多良間島 4 5 

12 ⽯垣島 175 228 

13 ⽵富島 1 3 

14 ⻄表島 8 22 

14 ⼩浜島 2 2 

15 ⿊島 0 2 

16 波照間島 1 2 

17 与那国島 5 10 

18 鳩間島 0 1 

19 ⽔納島（本部町） 0 2 
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ニーズの低かった離島（想定値を下回った離島） 

 島名 想定値（⼈） 結果値（⼈） 

1 渡名喜島 1 0 

2 座間味島 2 1 

3 北⼤東島 2 1 

4 宮古島 173 117 

5 池間島 2 0 

6 伊良部島 19 3 

 

⼩規模離島においては、登録した理由が周囲の⼝コミによるものが多い傾向にある。令和

2 年度は新型コロナウィルス拡⼤防⽌のため⾃粛制限等により現地での説明会、または現

地の役場への登録者募集の協⼒依頼等の活動が不⼗分であったことが、特に渡名喜島、座

間味島、北⼤東島等の数値に現れていると考えられる。 
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１−３ テレワーカーの登録状況と告知活動 

 

登録者の推移 

 

2 年間の事業においては想定値を超える登録者数となった。 

令和 2 年度の事業終了後も 1週間に 1,2 名のペースで参加申し込みは継続しており、微増

の状況にある。 

 

登録申込時アンケート “本事業をどこで知ったか” 
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SNS 利⽤者の増加に伴い、facebook等での告知が有効であることがわかった。 

宮古島、⽯垣島といった⼤規模離島では、新聞による告知が有効であったことに対し、そ

の他の離島においては、役場からの広報誌、ホームページ、⼝コミが有効だった。 

⼩規模離島については、地域の結びつきを重視する⽣活スタイルが⼀般的であり、新たな

試みを始める場合は地域の顔役、リーダー的存在の島⺠の理解を得ることがまず重要とな

る。離島の課題解決や経済循環等、事業遂⾏の上で⼗分な説明を実施するために、今年度

は伊江島・伊是名島・伊平屋島に在住するアンバサダーを設けたことが⼩規模離島でテレ

ワーク登録者を増加できた要因となった。 

アンバサダーは離島において事業への理解を求めることにとどまらず、チャットツールの

使い⽅や業務に必要なスキルをテレワーカーへ指南するなど、⾼いリテラシーと地域課題

解決への意識を持っており、事務局とテレワーカーとの関係性をより良く醸成する上で⼤

変重要な役割を果たしたと評価できる。 

それらを踏まえ、今後継続する事業において、アンバサダーの育成、関係性構築等に注⼒

することが⼩規模離島の活性化につながると⾔える。 

 

オンサイトでのテレワーカー募集説明会の実施  
10⽉ 14⽇ 伊是名島                10⽉ 16⽇ 伊平屋島 

  
9⽉ 25⽇ 伊江島                   9⽉ 17⽇ 宮古島  
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  11⽉ 6⽇ 久⽶島 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広報誌による告知「広報たらま」（多良間村） 
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テレワーカー募集ポスター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SNSでの活動告知 
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